
 

 

「公社債の店頭売買の参考値等の発表及び売買値段に関する規則」 

に関する細則等の一部改正について 

 

平成１７年６月２９日 

日 本 証 券 業 協 会 

 

１．改正の趣旨 

金融環境の著しい変化、及び、証券会社等の経営統合・合併等に伴う指定報告協会員の減少

等により、公社債店頭売買参考統計値発表制度における発表銘柄数が減少することが見込まれ

たことから、本制度の「精緻性の確保」を前提としつつ、利用者の利便性に配慮し、選定銘柄

数の維持策を講ずることとする。 

 

２．改正の骨子 

(1) 「公社債の店頭売買の参考値等の発表及び売買値段に関する規則」に関する細則の一部改

正 

① 選定銘柄の取扱い等（第２条第２項） 

選定銘柄の届出の基準（いわゆる最低報告社数の基準）を現行の「７社」から「６社」

に改めることとし、指定報告協会員が原則として６社未満となる銘柄については選定銘柄

から除外することとする。 

② 営業日ごとに売買参考統計値の発表を行わないこととなる指定報告協会員の数（第２条

の２） 

選定銘柄の届出の基準の変更に伴い、営業日ごとに報告を受けた報告値の数が原則とし

て「６」に満たないこととなった銘柄については、当該営業日の売買参考統計値の発表は

行わないこととする。 

(2) 「選定銘柄に係る売買参考統計値の発表開始日及び最終発表日の取扱いについて」（公社

債・新業務委員会決議）の一部改正 

  細則の一部改正等に伴い、所要の整備を図ることとする。 

 

３．実施の時期 

この改正は、平成１７年８月８日から施行する。 

 

以  上 



「公社債の店頭売買の参考値等の発表及び売買値段に関する規則」に関する細則 

の一部改正について 

平成 17 年 6 月 29 日 

（下線部分変更） 

新 旧 

 

（選定銘柄の取扱い） 

第 2 条   （現行どおり） 

2  規則第 5条第 2項に基づき、本協会が選定

銘柄（規則第 3条第 2項に規定する銘柄をい

う。以下同じ。）として選定する銘柄は、本

協会に規則第 5条第 1項の規定に基づく届出

を行った指定報告協会員（規則第 3条第 1項

に規定する協会員をいう。以下同じ。）が、6

社以上ある銘柄とする。 

3 

（現行どおり） 

4         

 

（営業日ごとに売買参考統計値の発表を行わ

ないこととなる指定報告協会員の数） 

第 2 条 の2 規則第 3 条第 3 項ただし書きに

規定する指定報告協会員からの報告値の数

は、原則として、6とする。 

 

付      則 

 

この改正は、平成 17 年 8 月 8 日から施行す

る。 

 

 

 

（選定銘柄の取扱い） 

第 2 条   （省  略） 

2  規則第 5条第 2項に基づき、本協会が選定

銘柄（規則第 3条第 2項に規定する銘柄をい

う。以下同じ。）として選定する銘柄は、本

協会に規則第 5条第１項の規定に基づく届出

を行った指定報告協会員（規則第 3条第１項

に規定する協会員をいう。以下同じ。）が、7

社以上ある銘柄とする。 

3          

（省  略） 

4 

 

（営業日ごとに売買参考統計値の発表を行わ

ないこととなる指定報告協会員の数） 

第 2 条 の2 規則第 3 条第 3 項ただし書きに

規定する指定報告協会員からの報告値の数

は、原則として、7とする。 
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選定銘柄に係る売買参考統計値の発表開始日及び最終発表日の取扱いについて 

 

 

平成 12 年 10 月 30 日制定 

平成 17 年６月 27 日改正 

日 本 証 券 業 協 会 

公社債・金融商品委員会 

 

 

１．目的 

 この取扱いは、「公社債の店頭売買の参考値等の発表及び売買値段に関する規則」（以下

「規則」という。）及び「『公社債の店頭売買の参考値等の発表及び売買値段に関する規則』

に関する細則」（以下「細則」という。）に基づき、選定銘柄に係る売買参考統計値の発表

開始日及び最終発表日の取扱いに関して必要な事項を定める。 

 

 

２．用語の定義 

 この取扱いにおいて、次に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

① 選定銘柄 規則第３条第２項に規定する、公社債の店頭売買の参考とな

る銘柄として、同第５条第２項に基づき選定された銘柄をい

う。 

② 売買参考統計値 売買の参考として、指定報告協会員から報告を受けた気配（売

り気配と買い気配の仲値）に基づき、本協会が算出する値（平

均値、中央値、最高値、最低値）をいう。 

③ 指定報告協会員 規則第３条第１項に規定する、選定銘柄について本協会に気

配を報告する者として本協会が指定する協会員をいう。 

④ 報告対象銘柄 規則第５条第１項に規定する、選定銘柄として本協会に気配

を報告するために選択した銘柄をいう。 

 

 

３．発表開始日 

細則第２条第３項に規定する選定銘柄に係る売買参考統計値の発表開始日の取扱い

は、次のとおりとする。 

(１) 新規発行銘柄 

① 入札前国債（長期国債（１０年）を除く） 

入札アナウンスメント日の翌営業日とする。 

 

② 国債 

イ．長期国債（１０年）及び割引国債（５年） 

発行日の翌営業日とする。 
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ロ．分離元本振替国債及び分離利息振替国債 

分離適格振替国債の発行日の翌営業日とする。 

ハ．その他の銘柄 

入札日の翌営業日とする。 

 

③ 地方債 

発行日の翌営業日とする。 

 

④ 政府保証債 

発行日の翌営業日とする。 

 

⑤ 財投機関債等 

イ．固定利付かつ満期一括償還の銘柄 

発行日の翌営業日とする。 

ロ．その他の銘柄 

指定報告協会員から特に気配報告の届出があった銘柄については、発行日の翌

営業日とする。 

 

⑥ 金融債 

イ．利付債 

・ 募集債については、発行日の翌営業日とする。 

・ その他の銘柄のうち、指定報告協会員から特に気配報告の届出があった銘柄

については、発行日の翌営業日とする。 

ロ．割引債 

・ 前半債については、売出期間の最終日の翌営業日とする。 

・ その他の銘柄のうち、指定報告協会員から特に気配報告の届出があった銘柄

については、売出期間の最終日の翌営業日とする。 

 

⑦ 社債 

イ．固定利付かつ満期一括償還の銘柄（分離募集型新株予約権付社債の社債部分を

除く） 

発行日の翌営業日とする。 

ロ．その他の銘柄 

指定報告協会員から特に気配報告の届出があった銘柄については、発行日の翌

営業日とする。 

 

⑧ 特定社債 

イ．固定利付かつ満期一括償還される銘柄で、発行額が１００億円以上の銘柄 

発行日の翌営業日とする。 

ロ．その他の銘柄 
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指定報告協会員から特に気配報告の届出があった銘柄については、発行日の翌

営業日とする。 

 

⑨ 円貨建外債 

イ．固定利付かつ満期一括償還される銘柄で、国際機関（アジア開発銀行、国際復

興開発銀行、欧州投資銀行、米州開発銀行、アフリカ開発銀行の５発行体）が発

行する銘柄及び国際機関以外の発行体が発行する発行額５００億円以上の銘柄 

発行日の翌営業日とする。 

ロ．その他の銘柄 

指定報告協会員から特に気配報告の届出があった銘柄については、発行日の翌

営業日とする。 

 

（２） 既発行銘柄 
当該銘柄を報告対象銘柄とする指定報告協会員が、細則第２条第２項に規定する

社数（６社）以上となる届出が提出された月の翌月の第１営業日とする。 
 
 

４．最終発表日 

細則第２条第３項に規定する選定銘柄に係る売買参考統計値の最終発表日の取扱い

は、次のとおりとする。 

（１） 当該銘柄を報告対象銘柄とする指定報告協会員が細則第２条第２項に規定する社

数（６社）以上存在する銘柄 

① 入札前国債（長期国債（１０年）を除く） 

入札日までとする。 

 

② 国債 

イ．短期国債及び政府短期証券 

償還日の６営業日前までとする。 

ロ．その他の国債 

償還日の４営業日前までとする。 

③ 国債以外の銘柄 

イ．割引金融債のうち選定される前半債 

次月発行銘柄（前半債）の売出期間の最終日までとする。 

ロ．その他の債券 

原則として、償還月の前々月の最終営業日までとする。 

 

（２） 当該銘柄を報告対象銘柄とする指定報告協会員が細則第３条第２項に規定する社

数（６社）に満たないこととなる銘柄 

当該銘柄を報告対象銘柄とする指定報告協会員が６社に満たないこととなる届出

が提出された月の最終営業日までとする。 
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以  上 

 

（注） 平１３． ３．１２ 改正、施行

（注） 平１３．１２．１４ 改正 

平１４． ８． ５ 施行 

（注） 平１４． ９．１２ 改正 

平１４． ９．２４ 施行 

（注） 平１４．１２．２０ 改正 

平１５． １． ６ 施行 

（注） 平１５．１０．２８ 改正 

平１６． ２．２３ 施行 

（注） 平１６． １．１３ 改正 

平１６． ２．２３ 施行 

（注） 平１７． ６．２７ 改正 

平１７． ８． ８ 施行 
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種   類 発表開始日 最終発表日 
入札前国債 
 ［ 短 期 国 債 ］ 
 ［ 政 府 短 期 証 券 ］ 

 ［ 中 期 国 債 ］ 

 ［ 超 長 期 国 債 ］ 

 ［利 付 3 0 年 国 債 ］ 

［変 動利付国債等 ］ 

［ 物 価 連 動 国 債 ］ 

国   債 
 ［ 短 期 国 債 ］ 
 ［ 政 府 短 期 証 券 ］ 

 ［ 中 期 国 債 ］ 

 ［長 期 国 債 （ 6 年 ）］ 

 ［長期国債 （10 年 ）］ 

 ［ 超 長 期 国 債 ］ 

 ［利 付 3 0 年 国 債 ］ 

 ［割 引 国 債 （ 3 年 ）］ 

 ［割 引 国 債 （ 5 年 ）］ 

 ［分離元本振替国債］ 

 ［分離利息振替国債］ 

 ［変 動利付国債等 ］ 

 ［ 物 価 連 動 国 債 ］ 

地 方 債 
政府保証債 
財投機関債等 
 ［ 財 投 機 関 債 等 ］ 
 ［変動利付財投機関債等］  
金 融 債 
 ［ 利 付 募 集 債 ］ 
 ［割 引債 （前半債 ）］ 
社   債 
特定社債 
円貨建外債 
変動利付社債等 
 ［変 動利付社債等 ］ 
 ［変動利付特定社債等］ 
 ［変動利付円貨建外債等］  

 
入札アナウンスメント日の翌営業日 
入札アナウンスメント日の翌営業日 
入札アナウンスメント日の翌営業日 
入札アナウンスメント日の翌営業日 
入札アナウンスメント日の翌営業日 
入札アナウンスメント日の翌営業日 
入札アナウンスメント日の翌営業日 

 
入札日の翌営業日 
入札日の翌営業日 
入札日の翌営業日 
入札日の翌営業日 
発行日の翌営業日 
入札日の翌営業日 
入札日の翌営業日 
入札日の翌営業日 
発行日の翌営業日 

分離適格振替国債の発行日の翌営業日

分離適格振替国債の発行日の翌営業日 

入札日の翌営業日 
入札日の翌営業日 
発行日の翌営業日 
発行日の翌営業日 

 
発行日の翌営業日 
発行日の翌営業日 

 
発行日の翌営業日 

売出期間の最終日の翌営業日 

発行日の翌営業日 
発行日の翌営業日 
発行日の翌営業日 

 
発行日の翌営業日 
発行日の翌営業日 
発行日の翌営業日 

 

入札日 

入札日 

入札日 

入札日 

入札日 

入札日 

入札日 

 

償還日の６営業日前 

償還日の６営業日前 

償還日の４営業日前 

償還日の４営業日前 

償還日の４営業日前 

償還日の４営業日前 

償還日の４営業日前 

償還日の４営業日前 

償還日の４営業日前 

償還日の４営業日前 

償還日の４営業日前 

償還日の４営業日前 

償還日の４営業日前 

償還月の前々月の最終営業日 

償還月の前々月の最終営業日 

 

償還月の前々月の最終営業日 

償還月の前々月の最終営業日 

 

償還月の前々月の最終営業日 

次月発行銘柄の売出期間の最終日 

償還月の前々月の最終営業日 

償還月の前々月の最終営業日 

償還月の前々月の最終営業日 

 

償還月の前々月の最終営業日 

償還月の前々月の最終営業日 

償還月の前々月の最終営業日 

 

（参 考）


